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【第 133 号議案】 

総 務 委 員 会 資 料 

令和５年11月27日 

総 務 部 人 事 課 

 

 

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

１ 提案理由 

人事委員会の勧告を受けて、職員等に対して支給する給料及び諸手当について所要の改

正を行う必要がある。 

 

２ 改正内容 

  令和５年の給与改定 

  ⑴ 給料表 

給料月額を平均１．０３％引上げ改定 

⑵ 期末・勤勉手当 

      年間支給月数について、現行４．１５月を４．３０月に改定（０．１５月分引上げ） 

区 分 ６月期 12月期 年間計 

現行 
期末手当 

勤勉手当 

１．１２５月 

０．９５０月 

１．１２５月 

０．９５０月 
４．１５月 

令和５年度

（改定後） 

期末手当 

勤勉手当 

１．１２５月 

０．９５０月 

１．２２５月 

１．０００月 
４．３０月 

令和６年度

以降 

期末手当 

勤勉手当 

１．１７５月 

０．９７５月 

１．１７５月 

０．９７５月 
４．３０月 

⑶ 医師及び歯科医師の初任給調整手当 

      支給月額の限度額を国に準じて改定 

 

３ 施行期日等 

⑴ 給料表、初任給調整手当 

令和５年４月１日から適用する。 

  ⑵ 期末・勤勉手当 

令和５年 12 月１日から施行する。ただし、令和６年度以降の期末・勤勉手当につい

ては、令和６年４月１日から施行する。 
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【第 136 号議案】 

総 務 委 員 会 資 料 

令和５年11月27日 

総 務 部 人 事 課 

 

 

特別職の職員に対する期末手当の支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 提案理由 

職員の給与に関する条例等の一部改正に伴い、特別職の職員の期末手当の支給割合に

ついて所要の改正を行う必要がある。 

 

２ 改正内容 

一般職の期末・勤勉手当の支給月数の改定に伴い、特別職の職員の期末手当支給月数

を次のように改定 

 ⑴ 年間の支給月数 

   現行３．２０月を３．３０月に改定（０．１０月分引上げ） 

   （一般職の年間支給月数：令和４年度 ４．１５月 → 令和５年度 ４．３０月） 

 ⑵ 支給期別の支給月数 

区  分 ６月期 12月期 年間計 

現  行 １．６０月 １．６０月 ３．２０月 

令和５年度（改定後） １．６０月 １．７０月 ３．３０月 

令和６年度以降 １．６５月 １．６５月 ３．３０月 

 

３ 施行期日 

 ⑴ 令和５年度分 

   令和５年 12 月１日から施行する。 

 ⑵ 令和６年度以降分 

   令和６年４月１日から施行する。 
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【第 137 号議案】 

 

 

 

 

会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当支給条例の 

一部を改正する条例 

 

１ 提案理由 

  人事委員会の報告及び常勤職員の月例給の改定等に伴い、会計年度任用職員に対して支

給する報酬等について所要の改正を行う必要がある。 

 

２ 改正内容 

⑴ 報酬 

  常勤職員の月例給の改定等に伴う報酬単価の改定により、条例で定める報酬の上限額

を以下のとおり改定する。 

職員の種別 区分 
報酬単価（円） 

現行 改定後 

一般業務に従事する者 

日額 9,200 9,800 

月額 147,300 156,100 

時間額 1,200 1,300 

資格免許を要する業務及びそれに

準ずる業務に従事する者 

日額 10,100 10,700 

月額 167,800 177,500 

時間額 1,310 1,390 

教育業務に従事する者 月額 332,900 333,900 

調査研究業務に従事する者 
日額 12,600 13,400 

月額 236,500 242,000 

医療業務に従事する者 月額 178,800 187,400 

相当の知識又は経験を必要とする

業務に従事する者 
月額 208,400 219,800 

軽作業に従事する者 
日額 6,700 7,100 

時間額 870 920 

 

⑵ 期末手当 

  年間支給月数を 2.40 月から 2.50 月に改正（0.10 月分引上げ）。 

支給月 現行 改正後 

12 月 1.20 月 1.30 月 

 

３ 施行期日 

令和５年 12 月１日から施行する。ただし、２の⑴（軽作業に従事する者に係る改定を

除く。）については、原則として令和５年４月１日から適用する。 

総 務 委 員 会 資 料 

令和５年 11 月 27 日 

総 務 部 人 事 課 
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【 歳　出 】 （単位：千円）

款 項 目

総務課 6,475,805 23,165 6,498,970 [財源]　県 23,165

1 人件費 一般職給与（一般管理費） 855,278 15,436 870,714 一般職　116人 2 1 1

2 人件費 一般職給与（労政総務費） 7,436 108 7,544 一般職　1人 5 1 1

3 人件費 一般職給与（商業総務費） 43,706 707 44,413 一般職　6人 7 1 1

4 支庁・県民センター運営費 67,150 2,267 69,417 2 1 1

5 情報公開費 26,758 1,049 27,807 2 1 4

6 文書法令管理費 14,315 320 14,635 2 1 4

7 公益法人指導監督事務費 9,995 478 10,473 2 1 4

8 東京事務所費 31,247 639 31,886 2 1 9

9 総務事務費 37,385 636 38,021 2 1 12

10 竹島領土権確立対策事業費 34,288 725 35,013 2 1 12

11 商工労政事務費 4,985 160 5,145 7 1 1

12 私立学校経営健全性確保事業費 1,609,006 160 1,609,166 10 9 1

13 私立学校就学支援事業費 1,237,628 480 1,238,108 10 9 1

人事課 4,538,259 60,546 4,598,805 [財源]　県 60,546

1 人件費 一般職給与（一般管理費） 3,328,854 20,936 3,349,790
一般職　44人
時間外手当（知事部局
全職員分）等

2 1 1

2 人事管理諸費 616,863 38,167 655,030 2 1 2

3 行政管理諸費 11,313 318 11,631 2 1 2

4 健康診断事業費 55,344 160 55,504 2 1 2

5
21世紀のしまねを担う県・市町村職
員の人材育成事業費

24,517 349 24,866 2 1 2

6 自治研修所研修事業費 80,427 298 80,725 2 1 2

7 職員会館管理・運営事業費 12,878 318 13,196 2 1 2

財政課 74,618,930 3,011 74,621,941 [財源]　県 3,011

1 人件費 一般職給与（一般管理費） 155,697 2,518 158,215 一般職　22人 2 1 1

2 財政管理運営費 27,476 493 27,969 2 1 5

税務課 38,699,529 17,102 38,716,631 [財源]　県 17,102

1 人件費 一般職給与（税務総務費） 688,058 13,552 701,610 一般職　99人 2 3 1

2 税務管理費 61,792 3,543 65,335 2 3 1

3 納税事務費 1,825,052 7 1,825,059 2 3 2

【第116号議案】

令和５年度島根県一般会計補正予算（第６号）

〈総務部所管分〉

事　　　　業　　　　名 補正前の額 補正額 補正後の額 概　　要

予算科目

総 務 委 員 会 資 料

令 和 ５ 年 １ １ 月 ２ ７ 日

-5-



【 歳　出 】 （単位：千円）

款 項 目

事　　　　業　　　　名 補正前の額 補正額 補正後の額 概　　要

予算科目

管財課 6,195,185 6,326 6,201,511 [財源]　県 6,326

1 人件費 一般職給与（一般管理費） 168,768 3,150 171,918 一般職　25人 2 1 1

2 公有財産管理費 210,421 366 210,787 2 1 7

3 宿舎管理費 189,328 1,245 190,573 2 1 7

4 県庁舎等管理費 177,263 494 177,757 2 1 7

5 県営建物維持管理費 1,202,996 542 1,203,538 2 1 7

6 合同庁舎等管理運営費 287,082 529 287,611 2 1 8

営繕課 338,134 6,707 344,841 [財源]　県 6,707

1 人件費 一般職給与（住宅管理費） 308,283 6,389 314,672 一般職　47人 8 6 1

2 営繕管理費 11,832 318 12,150 8 6 1

情報システム推進課 2,171,589 2,576 2,174,165 [財源]　県 2,576

1 人件費 一般職給与（一般管理費） 114,829 2,114 116,943 一般職　17人 2 1 1

2 電子県庁推進事業費 1,285,466 462 1,285,928 2 1 2

総務事務センター 900,297 14,194 914,491 [財源]　県 14,194

1 人件費 一般職給与（一般管理費） 239,969 4,642 244,611 一般職　37人 2 1 1

2 総務事務集中処理費 321,700 1,274 322,974 2 1 1

3 総務事務センター運営費 337,838 8,278 346,116 2 1 1

133,937,728 133,627 134,071,355 [財源]　県 133,627

うち職員給与費 5,910,878 69,552 5,980,430 一般職　414人

総務部　合　計
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【 歳　入 】 （単位：千円）

款 項 目

総務事務センター 10,092,078 327,859 10,419,937

1 会計年度任用職員費収入 7,462,058 327,859 7,789,917 1 5 1

【 歳　出 】 （単位：千円）

款 項 目

総務事務センター 10,092,078 327,859 10,419,937 [財源]　県 327,859

1 会計年度任用職員費 7,462,058 327,859 7,789,917 1 5 1

【第117号議案】

令和５年度島根県総務事務集中処理特別会計補正予算（第１号）

事　　　　業　　　　名 補正前の額 補正額 補正後の額 概　　要

予算科目

事　　　　業　　　　名 補正前の額 補正額 補正後の額 概　　要

予算科目

総 務 委 員 会 資 料

令 和 ５ 年 １ １ 月 ２ ７ 日
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